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要旨：地震被害を受けた建物に対しては建物の被害箇所全てを補修するのではなく，構造性能を効果的に回

復させる部材だけを選択して補修することで，補修にかかる費用の削減や工期短縮が可能になると考えられ

る。本研究では，補修にかかる費用と事業停止にかかる経済損失を考慮した，復旧計画の効率性を評価する

修復効率指標を提案した。本指標により，将来に発生する地震での損失を考慮することで全部材を補修しな

くとも費用を抑えた効率的な復旧計画が存在することを定量的に評価できた。 
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1. はじめに 

地震被害を受けた建物を補修や補強を施して復旧す

ることは，事業の迅速な再開のためには合理的な復旧方

法である。現在，構造部材への被害に対して補修が必要

となった建物に対しては，構造部材全てを補修する（以

降，全補修する）ことが一般的と考えられる。これは，

補修によって建物の構造性能がどの程度回復するのかが

不明瞭であることから安全側の判断である。 

それに対し，構造性能を効果的に回復させる部材だけ

を選択し補修する（以降，選択補修する）場合，復旧工

事のために建物の所有者が施工業者等へ支払う費用（以

降，補修費用）や，事業停止に伴い失われる機能や利益

（以降，経済損失）を補修箇所の省略と工期短縮によっ

て抑えることができると考えられる。図－1 では，建物

の耐震性能と復旧までの時間を全補修，選択補修，建替

えでのイメージを示す。参川らの研究 1)では補修した部

材の構造性能の回復度合いを定量的に分析し，補修した

建物の性能の評価を試みた。補修費用や経済損失につい

ては，向井らの研究 2)や森田らの研究 3)では損傷と修復

費のデータベースの枠組みとそれを用いた修復費用算定

のプロセスが示されている。また，衣笠らの研究 4)では

修復費を基に部材の修復の難易度を評価する指標を提案

しており，当指標により建物自体が持つ修復容易性を比

較することができる。しかし，損傷と修復費を関連付け

る公開データは十分に多くなく，また，選択補修という

概念に基づく復旧案（以降，補修計画）同士を比較し，

どの部材を選択することが効果的なのかは検討されてい

ない。また，将来の地震に対する損失を評価する研究も

少ない。建物所有者が復旧計画を判断するためには，以

上の複合的な効果を検証する必要がある。 

そこで，本研究では，補修計画にかかる補修費用と経

済損失を評価する修復効率指標(REI：Repair Effectiveness 

Index)を提案する。地震被害を受けたある建物に対し，複

数の補修計画を立案し指標の試算を行い，復旧の要否の

判断や効率的な補修計画の選択を定量的に判断できるよ

う指標を定義する。 

 

2. 修復効率指標の概要 

本章では修復効率指標の概要を示す。図－2 に指標の

概要を示す。指標は補修費用と経済損失の和（以降，総

損失）によって計算される。同じ地震被害を受けた建物

に対して，分子には補修を施した場合，分母には建替え

た場合の総損失の値を入力する。つまり，本指標では以

下 2 つのことを評価できる。1 つ目は建替えと補修のど

ちらが経済的に合理的であるか，2 つ目は様々な補修計

画の中で総損失が最小なものはどれか，である。よって

本指標を比較することで意思決定者が容易かつ定量的に

復旧計画を選択できる。また，この総損失は，(1)発生し

た地震（1 回目の地震とする）による被害に対する補修

工事に要する確定的な損失，(2)補修した後の将来の地震

（2 回目の地震とする）に対する損失の期待値の 2 つを

足し合わせる。よって，供用期間を通して損失が小さく

なる補修計画を判断できる。これは建設済みの建物に限

らず，新築建物の設計時に考慮することで，ライフサイ
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図－1 復旧計画と性能・費用の関係 
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クル全体での損失を抑制する性能設計が可能となると考

えられる。本研究での具体的な補修費用・経済損失の評

価法は第 4 章で，修復効率指標の評価式の詳細について

は 5.2 節で述べる。 

 

3. 補修した建物の性能評価 

本章では，補修によって変化した建物の性能を定量的

に評価する手法を説明する。構造解析では材端に曲げバ

ネ，中央にせん断，軸バネを配し部材のモデル化を行っ

たフレームモデルを用いた。各部材の曲げバネ，せん断

バネのトリリニア復元力特性に対し，図－3，4に示すよ

うに，補修の有無に合わせて文献 1 で提案されている係

数を，補修を行う場合は回復係数𝜙，補修を行わない場合

は低減係数𝜂により復元力特性を低減させ選択補修モデ

ルを作成する。性能低減させるバネは曲げバネとせん断

バネのみであり，両バネとも同じ𝜙 , 𝜂の値を適用する。

また，履歴モデルに対しては，図－5 に示すように，履

歴ループから計算される等価粘性減衰定数ℎ𝑒𝑞に𝜙 , 𝜂を

乗じて低減し，低減後のℎ𝑒𝑞の値となるように履歴モデル

の形状を修正している。表－1 に本検討で使用した，補

修前の損傷度と回復係数𝜙と低減係数𝜂の関係を示す。モ

デル化手法についての詳細は文献 1 を参照されたい。 

選択補修された建物の構造性能を評価し安全性を満

足しているか確認する必要がある。補修後の耐震性能を

評価する数値として，本研究では保有耐震性能指標𝛼5)を

用いる。図－6 に算定法を示す。各選択補修モデルの増

分解析結果において，建設省告示の応答スペクトルに対

する，安全限界時の応答加速度の比率として計算する。

安全限界点は，文献 5 のフレーム構造での限界状態変形

角の設定を参考に，最大層間変形角 1/50 到達時とした。 

 

4. 補修費用・経済損失の評価法 

4.1 補修費用・補修時間 

1 章で述べたように補修費用や時間について，現状，

国内では，データベースは十分に整備されていない。一

方，米国の FEMA が示す P-586)では，構造部材や非構造

部材など部材ごとの損傷評価のためのフラジリティ曲線

と，その損傷度に対する補修費用，補修時間がデータベ

ースとして公開されている。他国のデータベースである

が，本研究では補修計画同士の効率性の比較を目的とし

ているため，損傷部材の補修費用及び補修時間の算出に

は FEMA P-58 とその算定プログラム PACT を使用する

こととした。 

PACT での補修費用，補修時間の算定過程を図－7に示

す。構造解析から得られた各階の最大応答値（層間変形

角，床応答加速度）を入力し，その応答値に対してフラ

ジリティ曲線から損傷度を判定し，損傷度毎に決定され

ている補修費用，補修時間を出力する。これは構造部材

と非構造部材の一部は層間変形角で，非構造部材の一部

と設備機器は加速度で損傷が定義されているためである。 

建物の靭性に期待し大きめの塑性変形を許容する米

国と，比較的変形制限の厳しい日本とで設計思想が異な
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図－2 修復効率指標の式の概要と運用例 

(a) 補修 
図－4 選択補修時の復元力特性 

新設

被災後
（非補修)

荷重

変形

新設

補修後

荷重

変形

(b) 非補修 

図－5 回復・低減係数による履歴モデルの低減 

補修後
新設

上式を満たすように
履歴モデル を修正

で低減をしたトリリニア
復元力特性を入力非補修

補修

例)1階の部材を選択補修

軸ばね

せん断ばね曲げばね
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表－1 使用する回復係数𝜙，低減係数𝜂1) 

低減係数 (非補修)回復係数 (補修)

柱・梁
等価粘性
減衰定数

耐力
降伏
剛性

初期
剛性

等価粘性
減衰定数

耐力
降伏
剛性

初期
剛性

0.951.001.000.401.001.051.000.46Ⅰ

損傷度

0.801.000.380.140.951.050.970.46Ⅱ
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図－6 保有耐震性能指標𝛼の算定法 
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るため，日本の基準で設計した建物で PACT の標準的な

フラジリティ曲線を用いて算定を行うと損傷が発生しに

くい傾向になるなどが確認された。そこで，フラジリテ

ィ曲線を決定する中央値と補修費用を日本の評価例に変

更した。具体的に，構造部材は文献 7 を，非構造部材は

文献 8 を，設備機器については実験結果等不十分であっ

たため文献 9 の耐震クラス Bでの水平震度の値を，フラ

ジリティ曲線の中央値および補修費用として設定した。 

建物全体の補修費用は，部材ごとの補修費用の総和と

した。 

4.2 経済損失 

事業停止に伴う経済損失は，例えば，事業停止期間を

示すダウンタイム，その建物を利用できなくなった人数

など，複数考えられるが，本研究ではオフィスビルを検

討対象とし，経済損失を事業者から得られる賃貸料とし

た。これは地震被害で建物が使用不可になった場合，賃

貸人は本来受け取れる賃貸料収入を失うためである。 

賃貸料は月ごとの賃料にダウンタイムを乗じたもの

と定義する。文献 10 では J-REIT 所有のオフィスの賃料

推移を示しており，賃料としてその調査結果を使用する。

ダウンタイムは，4.1 節で述べた補修時間から求める。た

だし，PACT で得られる補修時間は各部材ごとの補修時

間であるため，補修工事エリア全体のダウンタイムとし

ては直接使うことができない。よって，図－8 及び以下

に示すように補修工事の工程を仮定し算出する。 

1) 全部材を構造，非構造，設備機器の 3種別に分類する。 

2) 同じ階において，補修時間が最大となる部材の値が，

その種別全てを補修するのに要する時間であると仮

定し，3 種別それぞれで計算する。 

3) 各階で補修工事が構造，非構造，設備機器の順に進行

するとし，各種別の補修時間の和がその階のダウンタ

イム𝐷𝑖とする。 

4) 建物の補修は直列形式のように，下階から順に工事さ

れるとする。各種別で下階の工事が完了するまでは休

止期間とする。 

5) 各階のダウンタイムに賃料と床面積（補修工事中は全

面使用不可とする）を乗じたものを各階の経済損失𝐿𝑖

とし，それを全階で足し合わせたものをその建物全体

の経済損失とする。 

ただし，工事開始までの期間はどの補修計画において

同等なものであると仮定し，本検討では無視した。 

 

5. 修復効率指標の試算 

5.1 検討建物モデル 

AIJ耐震性能評価指針 5)の評価例に記載の 12 階建て柱

梁フレーム構造の長辺方向を 3 スパンに縮小した建物と

した。梁降伏型全体崩壊系であり，スパン方向で損傷に

大きな差はないため，X2 構面の柱梁（指針中の C2，G7）

を取り出し，梁中央をローラー支持とした縮約魚骨モデ

ルにて構造解析は行った。履歴モデルは曲げばねは武田

モデル，せん断ばねは原点指向型モデルとした。図－9に

モデルの図面を示す。建設地は東京都心部とし，用途は

オフィスビルとした。また，総損失の算定において必要

となる非構造部材，設備機器は表－2のように設定した。

これは FEMA P-58 で提供されている Normative Quantity 

Estimation ツールにて推奨された部材を設定している。 

地震応答解析 DS1
DS2 DS3

各部材のフラジリティ曲線
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超
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確
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補修時間を出力・層間変形角

・床応答加速度
最大応答値

図－7 PACT による補修費用・補修時間の算出方法 

(a) 各部材から階ごとへ補修時間を変換 
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図－9 検討建物図面(m) 

(b) 立面図 
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5.2 修復効率指標の式の詳細と実際の計算過程 

図－10及び以下に計算過程を示す。 

1) 無損傷の新設のモデルに対し 1 回目の地震波（建設省

告示応答スペクトルに適合する人工地震波，位相は兵

庫県南部地震における JMA 神戸波。以降，告示波と呼

び，告示応答スペクトル適合時を入力倍率 100％とす

る）で地震応答解析を行う。図－11に示す関係に従い，

部材端の曲げばね最大塑性率から損傷度を決め，最大

応答値（層間変形角，床応答加速度）を出力する。 

2) 1 回目の地震で発生した部材の損傷度に対応する回復

係数，低減係数から補修後モデルを作成し，各補修後

モデルに対し，将来の地震（2回目の地震）として小～

大規模の 5 つの入力倍率の告示波で地震応答解析を行

う（これは，将来に起こりうる複数の地震での損失か

ら全ての地震に対する期待値として 2 回目の総損失を

算定するため） 

3) 1)，2)で得られた応答値を PACT に入力し，補修費用，

補修時間を出力する。1 回目の補修では各補修計画に

合わせて補修する構造部材を選択し費用を算出する。

2 回目の補修では，すべての補修計画を同じ条件で比

較するため，全補修した際の費用を算出する。なお，

本検討では選択補修は構造部材に対してのみであり，

非構造部材，設備機器は補修の際に全て必ず補修され

る（補修費用・補修時間が発生する）こととした。 

4) 3)で得られた 2 回目の補修時の損失を期待値化するた

めに，J-SHIS11)に公開されている 50 年超過確率から，

図－12(a)のように各地震波の最大速度に合わせて地

震発生確率を求め，それを 2 回目の地震での各補修費

用，経済損失それぞれに乗じ，その和を取りハザード

全体としての期待値とする（図－12(b)）。 

以上の仮定で算出した補修費用，経済損失を図－13に

示す式(1)に代入し修復効率指標 REI を計算する。なお，

建替え時の指標算出に当たって，建替えは同じ建物で再

建するとした。新設費用は 2012 年の国交省建築着工統

計調査 12)から 24 万円/m2 とし，解体費用については 1.5

万円/m2 と仮定した。為替レートはデータベース作成当

時の 2011 年を参考に 110 円/$とした。本検討では，1 回

目の地震時の損傷の大きさの影響を比較するため，検討

ケースを 2 種用意し，耐震性能残存率 R13)で小破と中破

になるよう設定した。1 回目と 2 回目の入力倍率は表－

3 のように設定し，それぞれのケースでの部材の損傷度

の分布を図－14に示す。 

5.3 補修計画 

補修計画は 2 つのシナリオに従って無補修から全補修

へ補修箇所を増やしていく計画を作成する。1 つ目は階

の順番（1 階→1 2 階へ増やしていくなど），2 つ目は損傷

度の順番（高→低に増やしていくなど）とする。 

5.4 試算結果 

図－15，16 では，横軸に保有耐震性能指標𝛼を，縦軸

に補修費用と経済損失を足した単位面積当たりの総損失

を示したものであり，(a)が 1回目，(b)が 2 回目，(c)が 1

回目と 2 回目の総損失を足し合わせたものである。横軸

の𝛼は補修後モデルの値であり，(a)～(c)で補修した箇所

を表す各プロットの横軸の値は共通である。つまりこれ

らのグラフは，1 回目の補修でどれ程の部材を補修し性

能を回復させたかに対応して総損失がどのように変化す

るのかを示すグラフである。(a)では補修する箇所を増や

せば右上がり，つまり性能の上昇とともに総損失が上昇

するが，高損傷度順であると同じ総損失でも上昇する性

能は高いことがわかる。(b)では，右下がり，つまり 1 回

目にかけた総損失の分，2 回目の総損失が低下している

傾向である。(c)では，低損傷度順，上階順は補修箇所を

設置階項目種別

全階
カーテン
ウォール

非構造

全階間仕切り壁

全階階段

全階
フリーアクセ

スフロア

全階吊天井

全階照明

設置階項目種別

全階エレベーター

設備
機器

全階配管パイプ

屋上階チラーユニット

屋上階冷却塔

全階空調ダクト

全階空調吹き出し口

全階VAVユニット

全階換気扇

1階
エアハンドリング

ユニット

全階
消火スプリン

クラー

屋上階変圧器

1階低圧開閉器

1階配電盤

表－2 検討モデルに設定する建築部材 

 

図－10 修復効率指標算定の流れ 
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非補修

1回目の補修(構造性能の回復度)に
よって損傷の分布は変化
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増やしても性能は上昇せず総損失が上昇するだけだが，

高損傷度順，下階順は，補修箇所を増やすごとに性能が

上昇し，総損失は 1 回目と 2回目の和を取ることで無補

修，全補修よりも低減できている。下階に損傷が集中す

る本建物では下階周辺から補修していくと効率的である

と考えられる。下階順と高損傷度順の 2 つでは，高損傷

度順の方が同じ𝛼を低損失で確保できている。両者の違

いは主に，損傷度 I の柱を補修したか否かである。部材

の補修費用データベースによると，構造部材の補修費用

は仮設費や仕上げ材の解体・復旧に要する費用等，損傷

度と無関係な費用が大部分を占めており，損傷度 I を補

修することが全体の損失に与える影響は他の損傷度の部

材と同等に大きい。損傷度 I の柱は補修せずとも性能に

大きな差はないことが𝛼の比較によりわかるため，損傷

の小さな部材を非補修とすることは，安全性には大きな

影響を与えず，補修費用を抑えることができる。また，

2 つのケースを(c)グラフで比較すると，Case1 は補修箇

所を増やすとそれに伴い総損失も増えるが，Case 2 では

特に高損傷度シナリオにおいて補修箇所を増やしても総

損失が上昇しない傾向が確認された。中破程度の損傷を

受けた際は構造躯体を全体的に補修しても総損失に変化

はなく，性能を上昇させることができることがわかる。 

ここで，安全限界時に𝛼が 1 以上であることは，告示

スペクトルでの応答が最大層間変形角 1/50 以下である

ことを意味している。この数値を構造性能の安全性の制

限値として，図－15，16の(c)に赤線で示した。最も効率

的な補修計画はこの制限値を超えるかつ総損失が最小の

ものである。図－17に修復効率指標 REI を計算した結果

を示す。図の斜線のハッチは𝛼が 1 に満たないものを示

す。この結果より，両ケースとも建替えより補修による

復旧の方が損失を低減でき，特に高損傷度順に補修する

計画（Case 1：III，Case2：IV-III）が安全性を確保しつつ，

費用対効果的に最も効率が良いことを示すことができた。 

 

6. まとめ 

本研究では，地震被害を受けた建物への合理的，効率

的な復旧計画の立案を可能とする修復効率指標を提案し

た。補修費用，経済損失の算出方法を示し，実際に適用

し補修計画の効率性を評価した。以下に結論を示す。 

1) 本提案手法では損傷を受けた建物に対する補修方法

が性能や損失に及ぼす影響を定量的に評価できた。 

2) 選択補修の概念を用いて検討した結果，全補修や建替

えよりも総損失を低減できることが分かった。 

3) 補修費用や経済損失の算定には仮定した個所がある

ため，今後はさらなる評価精度の向上，補強を含めた

より広範囲な補修計画の提案等に取り組む予定である。 
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図－15 構造性能と総損失額の推移 
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図－16 構造性能と総損失額の推移 
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図－17 修復効率指標の試算結果 
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